
貸借対照表

（単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 111,529,972,080   固定負債 20,150,381,027

    有形固定資産 108,958,203,719     地方債 16,680,086,027

      事業用資産 50,064,743,567     長期未払金 -

        土地 27,136,051,384     退職手当引当金 3,470,295,000

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 45,858,497,291     その他 -

        建物減価償却累計額 -26,529,747,210   流動負債 2,270,722,516

        工作物 4,260,817,563     １年内償還予定地方債 1,495,896,000

        工作物減価償却累計額 -2,999,222,809     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 275,792,377

        航空機 -     預り金 499,034,139

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 444,059,046 負債合計 22,421,103,543

        その他減価償却累計額 -366,740,457 【純資産の部】

        建設仮勘定 2,261,028,759   固定資産等形成分 114,538,089,566

      インフラ資産 57,636,706,096   余剰分（不足分） -21,222,069,491

        土地 17,126,942,944

        建物 429,688,904

        建物減価償却累計額 -252,248,370

        工作物 89,610,289,854

        工作物減価償却累計額 -49,433,002,036

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 155,034,800

      物品 2,766,495,518

      物品減価償却累計額 -1,509,741,462

    無形固定資産 192,527,496

      ソフトウェア 78,207,963

      その他 114,319,533

    投資その他の資産 2,379,240,865

      投資及び出資金 92,039,875

        有価証券 -

        出資金 92,039,875

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 248,461,403

      長期貸付金 -

      基金 2,061,078,779

        減債基金 134,122,905

        その他 1,926,955,874

      その他 -

      徴収不能引当金 -22,339,192

  流動資産 4,207,151,538

    現金預金 1,107,756,102

    未収金 93,225,485

    短期貸付金 -

    基金 3,008,117,486

      財政調整基金 3,008,117,486

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -1,947,535 純資産合計 93,316,020,075

資産合計 115,737,123,618 負債及び純資産合計 115,737,123,618

【様式第1号】

（平成29年3月31日現在）

一般会計等



行政コスト計算書

（単位：円）

科目名 金額

  経常費用 20,703,387,797

    業務費用 12,441,912,912

      人件費 4,378,837,336

        職員給与費 3,571,117,830

        賞与等引当金繰入額 275,792,377

        退職手当引当金繰入額 -165,094,000

        その他 697,021,129

      物件費等 7,725,833,234

        物件費 3,951,035,704

        維持補修費 506,084,684

        減価償却費 3,268,712,846

        その他 -

      その他の業務費用 337,242,342

        支払利息 182,883,891

        徴収不能引当金繰入額 24,286,727

        その他 130,071,724

    移転費用 8,261,474,885

      補助金等 1,754,371,338

      社会保障給付 3,469,702,885

      他会計への繰出金 3,030,022,691

      その他 7,377,971

  経常収益 1,179,613,233

    使用料及び手数料 561,749,259

    その他 617,863,974

純経常行政コスト 19,523,774,564

  臨時損失 32,185,746

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 8,863,621

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 23,322,125

  臨時利益 14,490,422

    資産売却益 14,490,422

    その他 -

純行政コスト 19,541,469,888

【様式第2号】

自　平成28年4月1日
至　平成29年3月31日

一般会計等



純資産変動計算書

（単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分

前年度末純資産残高 94,413,505,129 115,001,304,203 -20,587,799,074

  純行政コスト（△） -19,541,469,888 -19,541,469,888

  財源 18,399,934,400 18,399,934,400

    税収等 14,509,216,026 14,509,216,026

    国県等補助金 3,890,718,374 3,890,718,374

  本年度差額 -1,141,535,488 -1,141,535,488

  固定資産等の変動（内部変動） -507,265,071 507,265,071

    有形固定資産等の増加 1,961,007,173 -1,961,007,173

    有形固定資産等の減少 -3,284,778,334 3,284,778,334

    貸付金・基金等の増加 1,655,731,383 -1,655,731,383

    貸付金・基金等の減少 -839,225,293 839,225,293

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 44,050,434 44,050,434

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -1,097,485,054 -463,214,637 -634,270,417

本年度末純資産残高 93,316,020,075 114,538,089,566 -21,222,069,491

【様式第3号】

自　平成28年4月1日
至　平成29年3月31日

一般会計等

余剰分(不足分)



資金収支計算書

（単位：円）

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 17,571,642,654

    業務費用支出 9,310,167,769

      人件費支出 4,540,091,766

      物件費等支出 4,457,120,388

      支払利息支出 182,883,891

      その他の支出 130,071,724

    移転費用支出 8,261,474,885

      補助金等支出 1,754,371,338

      社会保障給付支出 3,469,702,885

      他会計への繰出支出 3,030,022,691

      その他の支出 7,377,971

  業務収入 19,605,592,755

    税収等収入 14,557,610,313

    国県等補助金収入 3,890,718,374

    使用料及び手数料収入 561,168,062

    その他の収入 596,096,006

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 2,033,950,101

【投資活動収支】

  投資活動支出 3,390,616,345

    公共施設等整備費支出 1,961,007,173

    基金積立金支出 1,394,544,172

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 35,065,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 587,002,177

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 530,244,888

    貸付金元金回収収入 35,065,000

    資産売却収入 21,692,289

    その他の収入 -

投資活動収支 -2,803,614,168

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,434,540,556

    地方債償還支出 1,434,540,556

    その他の支出 -

  財務活動収入 1,426,500,000

    地方債発行収入 1,426,500,000

    その他の収入 -

財務活動収支 -8,040,556

本年度資金収支額 -777,704,623

前年度末資金残高 1,386,426,586

本年度末資金残高 608,721,963

前年度末歳計外現金残高 480,058,095

本年度歳計外現金増減額 18,976,044

本年度末歳計外現金残高 499,034,139

本年度末現金預金残高 1,107,756,102

【様式第4号】

自　平成28年4月1日
至　平成29年3月31日

一般会計等



注記

１．重要な会計方針

①有形固定資産・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額１円としています。

取得原価が判明しているもの・・・取得原価

取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価

ただし、取得価額が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。

②無形固定資産・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの・・・取得原価

取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価

①満期保有目的有価証券・・・償却原価法（定額法）

②満期保有目的以外の有価証券

ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）

イ．市場価格のないもの・・・取得原価（又は償却原価法（定額法））

③出資金

ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）

イ．市場価格のないもの・・・出資金額

①有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

工作物

物品

②無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法

・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

①投資損失引当金

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額

との差額を計上しています。

②徴収不能引当金

未収金については、過去５年間の平均不能欠損率（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

長期延滞債権については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

長期貸付金については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

③退職手当引当金

④損失補償等引当金

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた

将来負担額を計上しています。

⑤賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する

部分を計上しています。

①ファイナンス・リース取引

を除く）

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ．ア．以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

②オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

①物品及びソフトウェアの計上基準

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

②資本的支出と修繕費の区分基準

きに修繕費として処理しています。

(１)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

ア．昭和59年度以前に取得したもの・・・再調達原価

イ．昭和60年度以後に取得したもの

(２)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

(３)棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当事項なし

(４)有形固定資産等の減価償却の方法

建物 15年～50年
10年～60年

２年～20年

（ソフトウェアについては、法定耐用年数（５年）に基づく定額法によっています。）

③所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が300万円

以下のファイナンス・リース取引を除きます。）

(５)引当金の計上基準及び算定方法

退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立

金額の運用益のうち湖西市へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。

(６)リース取引の処理方法

ア．所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引

(７)資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（湖西市資金管理方針において、歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。）

(８)その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

物品については、取得価額及び見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として計上しています。

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとき、又は固定資産の取得価額等のおおむね10％未満相当額以下であると



２．重要な会計方針の変更等

３．重要な後発事象

４．偶発債務

５．追加情報

①一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。

一般会計

もって会計年度末の係数としています。

③地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率 6.90%
将来負担比率 31.10%

④繰越事業に係る将来の支出予定額 104,889,000

④地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見込まれる金額

17,856,562,000

⑤地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。

標準財政規模 14,442,690,000

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 1,475,279,000

将来負担額 31,422,666,000

充当可能基金額 4,957,274,000

特定財源見込額 4,566,349,000

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 17,856,562,000

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

①固定資産等形成分

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。

②余剰分（不足分）

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

①基礎的財政収支

2,033,950,101

-48,320,679

-3,268,712,846

-3,839,570

165,094,000

-2,011,170

5,626,801

-23,322,125

-1,141,535,488

該当事項なし

該当事項なし

該当事項なし

(１)財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

②地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の係数を

-％
-％

円

(２)貸借対照表に係る事項

円

円

円

円

円

円

円

(３)純資産変動計算書に係る事項

(４)資金収支計算書に係る事項

△586,780,176円

②資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳

資金収支計算書

業務活動収支 円

未収債権額の増加（減少） 円

減価償却費 円

賞与等引当金繰入額（増減額） 円

退職手当引当金繰入額（増減額） 円

徴収不能引当金繰入額（増減額） 円

資産除売却益（損） 円

出資金強制評価減 円

純資産変動計算書の本年度差額 円
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